
 

堺市報道提供資料 

令和 4 年 10 月 24 日提供 

 

「堺市イノベーション投資促進条例」に基づく企業立地計画を認定しました 

 

 堺市では、市内の工業適地や都市拠点に企業投資を誘導することにより、雇用機会や事業機会の拡大等を図り、

本市産業の持続的な発展及び市民生活の向上に寄与することを目的として、「堺市イノベーション投資促進条例」を

施行しています。 

 この度、新たに 4 件の企業立地計画を認定しました。認定された企業は、市税（家屋及び償却資産への固定資産

税、家屋への都市計画税、事業所税）の軽減による優遇措置を受けることができます。 

 なお、4 件の認定投資見込額の総額は約 311 億円、雇用見込者数は 5 年間で約 580 名の計画となっています。 

 

１ 認定概要（企業名 50 音順） 

企業名 投資場所 認定内容 

植田アルマイト工業株式会社 堺市東区石原町 1-115-3 

半導体や自動車の EV 化・自動運転化に必要

な機材等に施す硬質アルマイト加工の需要に対

応するための工場建設による投資 

株式会社クボタ 堺市西区築港新町 3-8 

高効率な生産体制を構築し、多様な市場ニー

ズに対応するための産業用ディーゼルエンジン製

造工場建設による投資 

中外炉工業株式会社 堺市西区築港新町 2-4-1 

カーボンニュートラルに対応した燃焼技術や全固

体電池等に用いる機能材料製造設備の研究

開発等を行う研究開発拠点整備による投資 

株式会社ナード研究所 

（共同申請者：株式会社 

ナードケミカルズ） 

堺市西区築港新町 3-6-3 

新医薬品製造基準に対応した効率的な医薬

品製造環境を整備し、生産能力の向上を図る

ための工場建設による投資 

 ※各企業の投資額及び投資計画については、各企業の権利や競争上の地位、その他正当な利益を害する場合が

あることから、本市からの公表は控えさせていただいております。 

 

２ 認定日 

令和 4 年 10 月 21 日 

 

３ 堺市イノベーション投資促進条例について 

別紙参考資料をご参照ください。  



 

 

（別紙参考資料） 

 

堺市イノベーション投資促進条例について 

 

 令和 2 年 4 月 1 日に「堺市ものづくり投資促進条例」を全部改正し、「堺市イノベーション投資促進条例」として施

行しています。 

 

【工業適地における投資】 

(1)対象事業（次の特定事業所等の新設、拡張又は移転） 

 ●工場、事務所（製造業及び情報通信業に限る） ●研究所、高度物流施設（業種制限なし） 

(2)対象区域 

 ●工業専用地域 ●工業地域 ●準工業地域 

(3)優遇内容 

 ＜軽減税目＞●固定資産税（家屋・償却資産） ●都市計画税（家屋） ●事業所税（資産割） 

 ＜軽減期間＞最長 5 年間 

 ＜軽 減 率＞ 

 要件 軽減率 

① 
基本要件 

投下固定資産額 ●中小企業：1 億円以上  ●大企業：10 億円以上 
1/2 

② 

成長産業分野に進出する企業の本社・研究所 

①の要件に該当し、かつ次の㋐又は㋑のいずれかに該当 

㋐成長産業分野に進出する企業の投資で、市外からの本社移転を伴うもの 

㋑成長産業分野の研究所を整備するもの 

2/3 

 

【都市拠点における投資】 

(1)対象事業（次の特定事業所等の新設、拡張又は移転） 

 ●事務所、研究所（業種制限なし） 

(2)対象区域 

 ●都心地域 ●中百舌鳥地域 ●泉ヶ丘地域 

(3)優遇内容 

 ＜軽減税目＞●固定資産税（家屋・償却資産） ●都市計画税（家屋） ●事業所税（資産割） 

 ＜軽減期間＞最長 5 年間 

 

 

 



 

 ＜軽 減 率＞ 

 要件 軽減率 

① 

基本要件 

投下固定資産額：10 億円以上 

（本社・研究所の新設・拡張又は市外からの移転については 1 億円以上） 

1/2 

② 

都心地域における成長産業分野に進出する企業の本社・研究所 

①の要件に該当し、かつ都心地域において次の㋐又は㋑のいずれかに該当 

㋐成長産業分野に進出する企業の投資で、市外からの本社移転を伴うもの 

㋑成長産業分野の研究所を整備するもの 

2/3 

③ 

中百舌鳥地域・泉ヶ丘地域における特定の成長産業分野に関する投資 

①の要件に該当し、かつ次の㋐又は㋑のいずれかに該当 

㋐中百舌鳥地域において ICT 関連の事業を行う企業の投資 

㋑泉ヶ丘地域において次世代ヘルスケア関連の事業を行う企業の投資 

3/4 

 

※投下固定資産額…特定事業所等の新増築及び建替え並びに事業の用に供する償却資産の取得に要した費用

の合計額。 

 

 

問
い
合
わ
せ
先 

担  当  課：産業振興局 商工労働部 イノベーション投資促進室 

電    話：072-228-7629 

フ ァ ッ ク ス：072-228-8816 

 


